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研究要旨 
【目的】移行支援ガイドの内容を検証しupdateの必要性等について検討を行う。 
【対象と方法】移行期医療支援センターが設置されている７自治体を対象に、令和２年度に

おいて、移行期医療支援センターが設置されている７自治体。移行期医療支援センターの設置状

況について、聞き取りなどにより調査を行った。調査内容をもとに、移行期医療支援センター

の設置状況について、問題点や課題などについて分析する。 
【結果】移行期医療支援センターの設置自治体は、東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、長

野県、静岡県、大阪府であった。７か所のうち、移行期医療支援センターの設置場所は、小

児病院または小児医療センターが４施設で、大学病院が２施設、国立病院機構が１施設で、

小児部門が４施設、成人部門が３施設であった。センターの責任者の専門分野は、循環器科

３（小児循環器１、小児心臓血管外科１、循環器内科１）、代謝内分泌科２、神経科２（小児

神経１、神経内科１）神経科のうちの１施設は、センター立ち上げ時には血液科であった。

小児と成人の医療施設の連携は３つのパターンに分類される。子ども病院（小児医療センタ

ー）と総合医療施設（大学病院１、総合病院３、関連施設群１）のパターンと、大学病院内

（小児診療科と成人診療科）１、難病相談支援センター機能を持つ施設主導１であった。 
【結論】移行期医療体制構築において、自治体や地域によって事情が異なるため、移行期医

療支援センターの実際の運用について、さらに調査・分析を進めて、疾病や地域に合ったシ

ステムや在り方を示していく必要があると思われた。今後の検討課題として、１ 移行期医療

支援センターを小児科側または成人診療科側に設置した場合のメリットとデメリットについて、 
２ 実際の移行支援の実績について、３ 現在の主な対象疾患・領域と、他の分野に広げていく

ための方策について、４ 連携先について、５ 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業と連携に

ついて、６ 移行期医療支援センターの運営において苦労している点、困っている点はについて

などの具体的な情報収集が必要であることが示され、今後の検討課題とした。 
 
 
A. 研究目的 

移行期医療支援において、厚生労働省より

「都道府県における小児慢性特定疾病の患

者に対する移行期医療支援体制の構築に係

るガイド」（出典：厚生労働省ホームページ 
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-106
01000-Daijinkanboukouseikagakuka-Kousei
kagakuka/0000191414.pdf）が示され、移行

期医療を総合的に支援する機能（移行期医療

支援センター）を各都道府県で１つ以上確保

することになった。（平成 29 年 10 月 25 日）

都道府県が設置する移行期医療支援センタ

ーに配置される移行期支援コーディネータ

ーが、都道府県内の医療提供体制を把握し、

成人移行に関する相談支援や医療機関間の

連絡調整を行うことにより、小児慢性特定疾

令和元～３年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

「成育医療からみた小児慢性特定疾病対策の在り方に関する研究」 分担研究報告書 
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病患児等が適切な医療を受けられるよう支

援を行うとされている。 
そこで本分担研究では、移行支援ガイドの

内容を検証し update の必要性等について検

討を行うために、移行期医療支援センターが

設置されている自治体などの調査を行い、移

行期医療支援センター設置におけるポイン

ト、および今後の運営における検討課題を抽

出する。 
移行支援ガイドは、各地域の実情を勘案し

つつも、移行期医療支援体制を構築していく

際の基礎資料となりうるものである。 
 
B. 研究方法 
１．研究デザイン 
本研究は、対象者に対する聞き取り調査を

主とした調査研究である。 
2．調査対象 

本研究の対象は令和３年度において、移行

期医療支援センターが設置されている７自

治体を対象とした。 
3．調査方法 
対象施設について、ホームページおよび、

移行期医療支援センターの担当者に電話な

どによる聞き取り調査を行った。 
4．調査内容 

移行期医療支援センターの設置状況につ

いて、以下の項目などについて調査した。 
調査項目は、自治体の窓口、設置場所（業務

委託先）、設置診療科（小児診療科／成人診

療科）、センター長の専門分野、連携病院、

連携のパターン、その他の特記すべき事項な

どである。 
5．分析方法 

各調査項目について解析し検討した。 
6．倫理面への配慮 

本研究の調査内容においては、個人情報を

含まない。 
 
C. 研究結果（表） 
１．設置場所（業務委託先）と自治体の窓口 
調査施行時点（令和 3 年度）における移行

期医療支援センター設置自治体は、東京都、

埼玉県、神奈川県、千葉県、長野県、静岡県、

大阪府の７自治体であった。 
７自治体における移行期医療支援センタ

ーの設置場所は、東京都は東京都立小児総合

医療センター、埼玉県は埼玉県立小児医療セ

ンター、神奈川県は国立病院機構箱根病院、

千葉県は千葉大学医学部附属病院、長野県は

信州大学医学部附属病院、静岡県は静岡県立

こども病院、大阪府は大阪母子医療センター

である。 
小児病院または小児医療センターが４施

設で、大学病院が２施設、国立病院機構が１

施設であった。 
設置診療科については、小児診療科または

部門に設置されている自治体が４自治体、成

人診療科または部門が３自治体であった。 
神奈川県では、国立病院機構箱根病院と連

携してかながわ県民センターに窓口が設置

されている。 
2．移行期医療支援センターの責任者の専門

分野 
移行期医療支援センターの責任者の専門

分野は、循環器科３（小児循環器１、小児心

臓血管外科１、循環器内科１）、２代謝内分

泌科」２、神経科２（小児神経１、神経内科

１）であった。神経科のうちの１施設は、セ

ンター立ち上げ時には、血液科であったが、

後に神経科に交代した。 
循環器分野が最多であった。ついで神経、

代謝内分泌、血液分野であった。 
3．連携病院と連携のパターン 

小児と成人の医療施設の連携は、子ども病

院（小児医療センター）と総合医療施設（大

学病院１、総合病院３、関連施設群１）のパ

ターンと、大学病院内（小児診療科と成人診

療科）１、難病相談支援センター機能を持つ

施設主導１、であった。 
 
D. 考察 

本研究では、移行期医療支援センターが設

置されている７自治体について検討したが、

先行事例として、とても重要な結果が示され

た。 
設置場所（業務委託先）と自治体の窓口に

ついては、それぞれの自治体の状況に合わせ

て委託先を設定することが大切で、本研究で

は３つ委託先が示されている。 
移行期医療支援センターの責任者の専門

分野については、循環器分野が最も多かった

が、循環器分野では、日本成人先天性心疾患

学会があり専門医制度を有しており、本分野

において先行しているため、移行期医療支援

センター構築モデルとなりうる。（図 参照）

神経分野、代謝内分泌分野にも疾患特有の課

題がある。また、血液・がんの分野でも、キ
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ャリーオーバーとして長期フォローアップ

への取り組みが早くから行われているなど、

サブスペシャリティの専門分野においての

特徴が反映されているものと思われた。設置

においては、自治体や地域の事情に合わせて

検討する必要があるが、参考にされるべき結

果であると思われた。 
連携病院と連携のパターンについては、こ

ども病院などの小児専門の医療施設と、同一

施設内に小児期診療科と成人期診療科を有

する総合病院とでは、移行期医療体制を構築

する方法は異なることが改めて示された。こ

ども病院を有する自治体においてとしては、

参考になる取り組みモデルになると思われ

た。 
子ども病院と近隣の総合病院が連携して

いる場合には、子ども病院の医師が成人診療

部門のある移行期医療連携施設に出張して

診療している場合があり、システム構築の開

始時には有効な取り組みであると思われた。 
好事例として、受け入れ側の成人診療部門

に、移行医療部門が設置されている施設があ

った。移行先の部門や窓口が明らかになるた

め、有効な方法と考えられた。 
移行期医療コーディネーターに対するヒ

ヤリングにおいては、移行期医療コーディネ

ーターは１人のことが多く、他部門との連携

が必要になること、自治体内の他の施設との

連携が困難であることなどの意見があった。 
また、移行期支援に対する診療加算がない

ことも指摘されており、解決すべき重要な課

題であると思われた。加算を検討するにおい

て、連携病院と連携のパターンから、子ども

病院のように小児専門施設から他の移行期

医療連携施設に移行する場合と、大学病院や

総合病院などのように同一施設で移行する

場合など、いろいろなパターンにおいて対応

可能な加算を設ける必要があることが見え

てきた。 
 

今後の検討課題として 
１ 移行期医療支援センターを小児科側また

は成人診療科側に設置した場合のメリットと

デメリットについて、 
２ 実際の移行支援の実績について 
３ 現在の主な対象疾患・領域と、他の分野に

広げていくための方策について 
４ 連携先について 
５ 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業と

連携について 
６ 移行期医療支援センターの運営において

苦労している点、困っている点はについて 
などの具体的な情報収集が必要であることが

示された。 
また、各専門分野(サブスペシャリティ)別の

移行医療については、それぞれの特性や方針の

違いがあるため、各学会のガイドラインや提言

の内容調査、各学会移行医療委員会に対するア

ンケートなどによる調査の必要性についても、

今後の検討課題とした。 
 
本研究の限界と今後の課題 

研究期間中は、新型コロナウイルス感染症

の影響もあり、現地での調査はできていない

ので、面談による実態調査を計画する必要が

ある。 
 
E. 結論 
移行期医療体制構築において、自治体や地

域によって事情が異なるため、移行期医療支

援センターの実際の運用について、関連する

研究班や、関連する学会などとも連携して、さ

らに調査・分析を進めて、疾病や地域に合っ

たシステムや在り方を示していく必要があ

ると思われた。 
移行期医療の連携パターンにおいて、子ど

も病院（小児医療センター）と総合医療施設

のパターンと、大学病院内（小児診療科と成

人診療科）、難病相談支援センター主導の３

つの連携モデルは、実現可能なモデルとして

重要であることが示された。 
移行医療における加算などの保険収載を

検討するにおいて、他の連携施設または、同

一施設内における移行など、地域の事情にあ

ったパターンにも対応して加算できるしく

みが必要になると思われた。 
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表 移行期医療支援センター 設置状況のまとめ 
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図 成人先天性心疾患診療体制を取り巻くしくみ 
 

 

 
 


